令和3・4年度鹿沼市建設工事及び測量・建設コンサルタント等委託業務
入札参加資格審査申請書提出要領(随時受付)

　令和3・4年度における建設工事及び測量・建設コンサルタント等委託業務の入札に参加を希望する方（法人又は個人の事業者）は、次の要領により申請書を提出してください。
１　競争入札参加者の資格
　　申請者は、次に掲げる事項のすべての要件を満たさなければなりません。
（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項に該当しないこと。
（２）地方自治法施行令第１６７条の４第２項に該当しないこと。
（３）国税・県税・市税（納期未到来のものを除く）に滞納額のないこと。
　　　ア　国税…法人税、消費税及び地方消費税、所得税
　　　イ　県税…法人事業税、法人県民税、個人事業税（支店等に委任する場合は、その所在地の県税とする）
　　　ウ　市税…市県民税、法人市民税、特別徴収市県民税、固定資産税及び都市計画税、軽自動車税等（個人事業者の場合は国民健康保険税も含む）

（４）「建設工事」において、当該業種に係る許可及び営業に関し法律上必要とされる登録を受けていること。

※受任者を置く場合、受任営業所において、建設業の許可を受けていること。
（５）「建設工事」において、申請日時点で有効な経営事項審査を受審し総合評定値の通知を受けていること。
（６）「建設工事」において、社会保険等（雇用保険、健康保険、厚生年金保険）に加入していること。
（７）「測量・建設コンサルタント等委託業務」において、経営状態が著しく不健全であると認められないこと。

（８）「測量・建設コンサルタント等委託業務」において、営業に関し、法律上必要とする資格を有していること。
２　登録有効期間
　　認定日から令和５年３月３１日まで
３　受付期間及び提出方法
（１）受付期間
　　　　栃木県ホームページ参照
（２）申請方法
　　　ア　「栃木県電子申請システム」による、電子申請のみ。
　　　　　鹿沼市に提出しても受付できません。
イ　電子申請を行った翌日までに、共通書類及び自治体別個別書類（各市町に申請をする場合のみ）を書類の到達が確認できる方法（特定記録郵便、簡易書留、レターパック）で郵送してください。

【注意】

※書類収受の確認は行いませんので、ハガキ等を同封されましても、返送できかねます。

同封されていた場合は返送せず、破棄させていただきますので、ご了承ください。
ウ　申請書の送付先
　　　　　　☆共同受付窓口☆

〒３２０－８５０１ 栃木県宇都宮市塙田１－１－２０

栃木県県土整備部監理課 建設業担当

※封筒表面に「建設工事入札参加資格審査申請書類在中」または「測量・建設コンサルタント等入札参加資格審査申請書類在中」と赤で記入してください。
　　　　　　※鹿沼市に送付しても受付できません。
５　提出書類の様式等
入札参加資格審査申請は栃木県及び県内市町との共同受付となり、栃木県への登録が必須となります。鹿沼市のみの登録はできません。申請には共通書類部分と鹿沼市の個別書類部分があります。共通書類部分は栃木県ホームページから鹿沼市個別の様式については鹿沼市ホームページからダウンロードが可能です。鹿沼市個別の様式については紙での希望がある場合、コピー代として紙１面につき１０円徴収し配布します。
６　注意事項
（１）栃木県への登録が必須となり、鹿沼市のみの登録はできません。
（２）申請書提出の際は、各申請区分の「入札参加資格審査申請の手引き」を熟読のうえ提出してください。
（３）納税証明書は、鹿沼市の市税（対象者）について添付してください。
（４）公的機関が発行する証明書等は、申請日前３か月以内に発行されたものを提出してください。
（５）申請後に記載事項に変更があった場合は、変更届に必要な書類を添付して提出してください。
（６）入札参加資格が認められた場合は、入札参加資格者名簿を本市ホームページ上で公表しますので、ご承知の上申請してください。
（７）個別書類について不備があった場合には再提出していただきます。定められた期限までに再提出されない場合には無効となります。なお、提出書類に虚偽の記載があった場合は、無効となります。また、登録後に虚偽の記載が判明した場合も、入札参加資格取消等の対象となります。
（８）「建設工事」において、業種の追加申請をされた場合は栃木県の取り扱いと異なり、既に認定を受けている工種について再審査はおこないません。（総合点数や格付けが変わることはありません）
